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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第２四半期連結
累計期間

第75期
第２四半期連結
会計期間

第74期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 16,674 8,536 34,816

経常利益（百万円） 1,343 780 2,570

四半期（当期）純利益（百万円） 731 449 1,172

純資産額（百万円） － 12,470 11,734

総資産額（百万円） － 25,996 25,966

１株当たり純資産額（円） － 985.99 927.79

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
57.86 35.57 92.73

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 48.0 45.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
270 － 2,969

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△574 － △789

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△163 － △1,076

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 2,280 2,729

従業員数（人） － 1,101 1,053

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,101 (42)

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。

２．臨時従業員には、パートタイマーが含まれております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 838 (42)

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

２．臨時従業員には、パートタイマーが含まれております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

半導体事業 3,384

電源機器事業 5,046

合計 8,431

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円）

受注残高
（百万円）

半導体事業 3,136 3,554

電源機器事業 5,844 7,734

合計 8,981 11,289

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

半導体事業 3,426

電源機器事業 5,110

合計 8,536

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

    　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間における経済環境は、国内外ともに極めて不安定な状況が続いた期間となりました。国

内経済は個人消費の低迷に加えて企業の一般設備投資も鈍化する等、景気後退の懸念が実体経済に波及し、経営環

境は一段と厳しさを増してまいりました。また、サブプライムローン問題に端を発した米国経済の低迷は、平成20年

9月になってついに米国金融業界の大混乱にまで発展し、米国に対する経済的信認が失墜すると共に世界各国の経

済を大きく揺るがす事態となりました。このような環境の中ではありましたが、省エネ・環境対策に対する社会的

要請は根強く、それらの関連産業においては引き続き堅調な設備投資が展開されました。当社はそれらの関連市場

に対して、パワーエレクトロニクス技術を軸とした事業展開を積極的に行ってきた結果、引き続き順調に業績を推

移させることが出来ました。

　その結果、売上高は、85億3千6百万円となりました。また、利益面におきましては、特に電源機器事業において個別

の受注物件ごとに採算面を勘案し、変圧器を中心とした電源機器主資材の内作化を徹底的に推進したことや期中を

通して為替レートが社内レート対比円安方向に振れたこと等が奏功して、営業利益は7億6千6百万円、四半期純利益

は4億4千9百万円となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（a）半導体事業

　当事業においては、省エネへの関心が一段と高まる中、パワー半導体に対する需要が拡大し、特に一般モジュー

ルが堅調に推移したものの、第２四半期連結会計期間における売上高は34億2千6百万円となりました。営業利益

につきましては、資材コストの急激なアップを使用部材の変更の取組み等により吸収し、1億4千5百万円となりま

した。

（b）電源機器事業

　当事業においては、素材・新エネルギー・二次電池・薄型テレビ・造船関連の市場において着実に受注を獲得

したものの、第２四半期連結会計期間における売上高は51億1千万円となりました。営業利益につきましても、個

別採算を重視した電源機器主資材の内作化の推進等によるコストダウンを図ったものの、6億2千万円となりまし

た。

　

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（a）日本

　企業の一般設備投資が鈍化する中、当地域においては、電源機器事業が堅調に推移し、売上高は83億3千2百万円

となりました。営業利益についても、電源機器主資材の内作化を徹底的に推進したことにより、7億4千5百万円と

なりました。

　

（b）北米地域

　経済全体が低迷する様相となってきた不透明な状況の中、当地域においては、懸命な受注活動を展開した結果、

主力市場である電力用半導体、溶接機、大型切断機の分野が堅調に推移し、売上高は7億5千9百万円となりました

が、営業利益については円高の影響もあり、3千6百万円となりました。

　

（c）アジア地域

　電源機器事業の溶接機、表面処理用電源が堅調に推移し、売上高は11億3千2百万円となりましたが、仕入原価率

の悪化、営業拡大に伴う販売管理費の増加などにより、営業利益は2千3百万円となりました。
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(2）資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は前連結会計年度末に比べ2千9百万円増加し、259億9千6百万円となり

ました。これは主に、流動資産の現金及び預金が4億4千8百万円減少したものの、製品が3億6千1百万円、原材料が1

億4百万円増加したことによるものであります。

　当第２四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末に比べ7億6百万円減少し、135億2千5百万円となり

ました。これは主に1年以内に返済予定の長期借入金が5億円、支払手形及び買掛金が2億2千7百万円減少したこと

によるものであります。

　当第２四半期連結会計期間末の純資産の合計は前連結会計年度末に比べ7億3千5百万円増加し、124億7千万円と

なりました。これは主に利益剰余金が6億6千8百万円増加したことによるものであります。

(3）キャッシュ・フローの状況

　　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期　純利

益7億7千万円、減価償却費1億9千7百万円などが増加要因として寄与し、仕入債務の減少額が1億4千7百万円、有形

固定資産の取得による支出2億7千1百万円などの減少要因があり、結果として、22億8千万円となりました。

　

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動において5千8百万円の資金の流入となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益7億7千万円、減

価償却費1億9千7百万円などがあったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動において3億5千6百万円の資金の流出となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出2億7千

1百万円があったことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動において1億円の資金の流出となりました。これは主に短期借入による収入2億円、長期借入による収入

2億円、長期借入金の返済による支出5億円があったことによるものであります。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間中に、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更は

ありません。

　

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、3億1百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動の状況に重要な

変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　  当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,600,000

計 42,600,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,650,000 12,650,000
大阪証券取引所

市場第二部
－

計 12,650,000 12,650,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　  該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年７月１日～
平成20年９月30日 － 12,650,000 － 2,264 － 2,188
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

松下電器産業株式会社 大阪府門真市大字門真1006番地 3,364 26.60

日本トラスティ・サービス信託　　

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目8番11号 1,708 13.50

四方　邦夫 大阪府箕面市 1,088 8.60

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番3号 478 3.78

三社電機従業員持株会 大阪市東淀川区西淡路三丁目1番56号 425 3.36

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目5番33号 326 2.58

株式会社池田銀行 大阪府池田市城南二丁目1番11号 314 2.48

森田　浩一 大阪府箕面市　 300 2.37

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目1番2号　 280 2.22

資産管理サービス信託銀行株式会

社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番12号　晴海アイ

ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ

棟

206 1.63

計 － 8,490 67.12

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び資産管理サービ

ス信託銀行株式会社の所有株式数は全て信託業務に係るものであります。

２．松下電器産業株式会社は、平成20年10月1日にパナソニック株式会社に社名変更しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有)

普通株式　　　2,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,643,000 12,643 －

単元未満株式 普通株式      5,000 － －

発行済株式総数 12,650,000 － －

総株主の議決権 － 12,643 －

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三社電機

製作所

大阪市東淀川区西

淡路三丁目１番56

号

2,000 － 2,000 0.02

計 － 2,000 － 2,000 0.02

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高（円） 971 1,100 1,290 1,330 1,270 1,060

最低（円） 908 914 1,080 1,120 990 911

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　（役職の異動）

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

　取締役副社長

管理・新規事業開

発・技術・生産技

術・資材担当兼資

材本部長

　取締役副社長 　資材本部長 原田　幸雄　 平成20年７月１日

　取締役 　ものづくり担当　　 　取締役 　生産技術担当 坂元　重信　 平成20年７月１日　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,280 2,729

受取手形及び売掛金 8,732 8,689

製品 2,203 1,841

半製品 130 122

原材料 1,485 1,381

仕掛品 1,362 1,586

その他 1,754 1,592

貸倒引当金 △26 △24

流動資産合計 17,923 17,916

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 2,600

※1
 2,629

機械装置及び運搬具 ※1
 985

※1
 1,128

土地 2,812 2,812

その他 ※1
 458

※1
 359

有形固定資産合計 6,857 6,930

無形固定資産 ※2
 289 193

投資その他の資産 925 926

固定資産合計 8,072 8,050

資産合計 25,996 25,966
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,475 6,702

短期借入金 1,793 1,593

1年内返済予定の長期借入金 100 600

未払法人税等 547 739

その他 2,966 3,178

流動負債合計 11,882 12,814

固定負債

長期借入金 1,100 900

退職給付引当金 35 9

未払役員退職慰労金 501 508

その他 6 －

固定負債合計 1,643 1,417

負債合計 13,525 14,231

純資産の部

株主資本

資本金 2,264 2,264

資本剰余金 2,188 2,188

利益剰余金 7,990 7,321

自己株式 △2 △1

株主資本合計 12,441 11,774

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 73 40

為替換算調整勘定 △45 △79

評価・換算差額等合計 28 △39

純資産合計 12,470 11,734

負債純資産合計 25,996 25,966
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 16,674

売上原価 13,138

売上総利益 3,536

販売費及び一般管理費 ※1
 2,202

営業利益 1,333

営業外収益

受取利息 4

受取配当金 4

受取賃貸料 15

その他 28

営業外収益合計 52

営業外費用

支払利息 29

支払手数料 11

その他 0

営業外費用合計 42

経常利益 1,343

特別利益

特別利益合計 0

特別損失

固定資産廃棄損 27

投資有価証券評価損 3

その他 0

特別損失合計 31

税金等調整前四半期純利益 1,313

法人税、住民税及び事業税 564

法人税等調整額 16

法人税等合計 581

四半期純利益 731
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 8,536

売上原価 6,641

売上総利益 1,895

販売費及び一般管理費 ※1
 1,129

営業利益 766

営業外収益

受取利息 2

受取配当金 0

受取賃貸料 9

デリバティブ評価益 10

為替差益 6

その他 6

営業外収益合計 34

営業外費用

支払利息 13

支払手数料 7

その他 0

営業外費用合計 20

経常利益 780

特別損失

固定資産廃棄損 6

投資有価証券評価損 3

特別損失合計 10

税金等調整前四半期純利益 770

法人税、住民税及び事業税 156

法人税等調整額 163

法人税等合計 320

四半期純利益 449
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,313

減価償却費 405

のれん償却額 2

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

未払役員退職慰労金の増減額（△は減少） △6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26

受取利息及び受取配当金 △9

支払利息 29

投資有価証券評価損益（△は益） 3

固定資産廃棄損 27

売上債権の増減額（△は増加） △21

たな卸資産の増減額（△は増加） △232

仕入債務の増減額（△は減少） △250

その他 △242

小計 1,046

利息及び配当金の受取額 8

利息の支払額 △29

法人税等の支払額 △754

営業活動によるキャッシュ・フロー 270

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △489

有形固定資産の売却による収入 12

無形固定資産の取得による支出 △99

貸付けによる支出 2

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △574

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 200

長期借入れによる収入 200

長期借入金の返済による支出 △500

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △63

財務活動によるキャッシュ・フロー △163

現金及び現金同等物に係る換算差額 19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △448

現金及び現金同等物の期首残高 2,729

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,280
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

（１）たな卸資産の評価に関する会計基準

の適用

　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第9号　平成18年7月5日）を適用し、評価基

準については、原価法から原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）に変更し

ております。これにより、当第２四半期連結

累計期間の営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益は、それぞれ42百万円

減少しております。なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に記載しておりま

す。

　

（２）リース取引に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準第13

号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号 （平

成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を早期適用し、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理から

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理に変更し、リース資産として計上してお

ります。また、リース資産の減価償却の方法

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

ゼロとして算定する方法によっておりま

す。なお、リース取引開始日が適用初年度前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を引き続き採用しており

ます。なお、この変更による影響は軽微であ

ります。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 （３）在外子会社の収益及び費用の本邦通

貨への換算の基準の変更

　在外子会社の収益及び費用は、従来子会社

の決算日の直物為替相場により円貨に換算

しておりましたが、第１四半期連結会計期

間から期中平均相場により円貨に換算する

方法に変更しております。この変更は、在外

子会社の重要性が増してきたことや、連結

決算日の為替相場の変動により損益の状況

が正しく表示されない可能性があることか

ら、変動の少ない平均の為替相場を用いる

ことにより、より実情に即した換算をする

ために行ったものであります。

　なお、この変更による損益への影響は軽微

であります。

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

四半期報告書

19/28



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、12,212百万円で

あります。

　

※２．のれんの額は2百万円であります。

　

　３．債権流動化による受取手形譲渡額（譲渡額面1,335百

万円）のうち留保された金額は次のとおりであり

ます。

　 305百万円

　

　４．保証債務

従業員の金融機関等からの借入に対し債務保証を

行っております。

　 42百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、12,408百万円で

あります。

　

　２．　　　　　　 ──────

　

　３．債権流動化による受取手形譲渡額（譲渡額面1,035百

万円）のうち留保された金額は次のとおりであり

ます。

　 229百万円

　

　４．保証債務

従業員の金融機関等からの借入に対し債務保証を

行っております。

　 45百万円

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃荷造費   325百万円

給与手当 741百万円

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃荷造費 166百万円

給与手当  382百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１．平成20年９月30日現在で、現金及び現金同等物の四

半期末残高は四半期連結貸借対照表の現金及び預金勘定と

一致しております。

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

四半期報告書

20/28



（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  12,650千株

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  2千株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 63 5  平成20年３月31日  平成20年６月30日
利益剰余

金

　

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の
末日後となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年10月28日
取締役会

普通株式 88 7  平成20年９月30日  平成20年12月５日
利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　 　　 　　 　　 　
（単位：百万円）

　 　 半導体事業 　 電源機器事業 　 計 　 消去又は全社 　 連結

売上高 　  　  　  　  　  

(1)外部顧客に対する売上

高
　 3,426 　 5,110 　 8,536 　 － 　 8,536

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
　 － 　 － 　 － 　 － 　 －

計 　 3,426 　 5,110 　 8,536 　 － 　 8,536

営業利益 　 145 　 620 　 766 　 － 　 766

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　 　　 　　 　　 　
（単位：百万円）

　 　 半導体事業 　 電源機器事業 　 計 　 消去又は全社 　 連結

売上高 　  　  　  　  　  

(1)外部顧客に対する売上

高
　 6,754 　 9,919 　 16,674 　 － 　 16,674

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
　 － 　 － 　 － 　 － 　 －

計 　 6,754 　 9,919 　 16,674 　 － 　 16,674

営業利益 　 210 　 1,122 　 1,333 　 － 　 1,333

　（注）１．事業区分の方法

　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

半導体事業

パワーＩＧＢＴモジュール、パワーＭＯＳＦＥＴモジュール、ＩＰＭ（インテリジェン

ト・パワー・モジュール）、パワートランジスタ、ダイオード、サイリスタ、トライアッ

ク

電源機器事業

直流電源、金属表面処理用電源、交流無停電電源装置、電動機制御用電源、電気炉用電

源、調光装置、光源機器用電源、洗浄装置、アーク溶接機器、歯科用機器、スイッチングパ

ワーサプライ

３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、半導体

事業が5百万円、電源機器事業が37百万円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　 　　 　　 　　 　　 　
（単位：百万円）

　 　 日本 　 北米地域 　 アジア地域 　 計 　消去又は全社　 連結

売上高 　  　  　  　  　  　  

(1)外部顧客に対する売上高 　 6,700 　 739 　 1,096 　 8,536 　 － 　 8,536

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
　 1,631 　 19 　 35 　 1,686 　 (1,686) 　 －

計 　 8,332 　 759 　 1,132 　 10,223 　 (1,686) 　 8,536

営業利益 　 745 　 36 　 23 　 805 　 (39) 　 766

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　 　　 　　 　　 　　 　
（単位：百万円）

　 　 日本 　 北米地域 　 アジア地域 　 計 　消去又は全社　 連結

売上高 　  　  　  　  　  　  

(1)外部顧客に対する売上高 　 13,145 　 1,370 　 2,158 　 16,674 　 － 　 16,674

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
　 2,994 　 37 　 59 　 3,092 　 (3,092) 　 －

計 　 16,140 　 1,408 　 2,218 　 19,767 　 (3,092) 　 16,674

営業利益 　 1,316 　 74 　 9 　 1,400 　 (67) 　 1,333

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米地域　　………　米国

(2）アジア地域　………　中国（香港）（上海）、シンガポール

３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の「日本」の営業利

益は、42百万円減少しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　 　 北米地域 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 694 1,881 71 2,647

Ⅱ 連結売上高（百万円）    8,536

Ⅲ
連結売上高に占める海外売上

高の割合(％)
8.1 22.0 0.8 31.0

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　 　 北米地域 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,282 3,631 166 5,079

Ⅱ 連結売上高（百万円）    16,674

Ⅲ
連結売上高に占める海外売上

高の割合(％)
7.7 21.8 1.0 30.5

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米地域　　　………　米国、カナダ

(2）アジア地域　　………　中国、韓国、シンガポール他

(3）その他の地域　………　ドイツ他

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域への売上高（但し、連結会社間の内部売上高を除

く）であります。
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（有価証券関係）

　当第2四半期連結会計期間末（平成20年9月30日）

　企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められな

いため、記載を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

　当第2四半期連結会計期間末（平成20年9月30日）

　企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められな

いため、記載を省略しております。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 985.99円 １株当たり純資産額 927.79円

２．１株当たり四半期純利益金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 57.86円

　

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 35.57円

　

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益（百万円） 731 449

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 731 449

期中平均株式数（千株） 12,647 12,647

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　当第2四半期連結会計期間末（平成20年9月30日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

２【その他】

　平成20年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………88百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………７円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年12月５日

　（注）　平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

四半期報告書

26/28



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

株式会社三社電機製作所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 藤岡　孝史　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　俊介　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 藤田　立雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三社電機製

作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三社電機製作所及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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